
平 成 ２ ２ 年 ９ 月 １ ６ 日

金融庁 三國谷 勝範

我が国市場を巡る状況と諸課題



日経平均株価の推移

○ リーマン・ショック後、株価はバブル崩壊後の最安値を更新。足許は9,000円前後で推移。

○ 我が国の景気は持ち直してきているが、依然として厳しい状況。
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バブル崩壊後最安値

7054.98（2009年3月10日）

（円）

史上最高値

38915.8（1989年12月29日）

ベルリンの壁崩壊
（1989年11月9日）

ブラックマンデー
（1987年10月19日）

プラザ合意
（1985年9月22日）

リーマン・
ブラザーズ破綻

（2008年9月15日）

金融庁発足
（2000年7月1日）

金融監督庁発足
（1998年6月22日）

第２次オイルショック
（1978年～1979年）

三洋証券破綻
（1997年11月3日）

北海道拓殖銀行破綻
（1997年11月17日）

山一證券破綻
（1997年11月24日）

湾岸戦争勃発
（1991年1月17日）

イラク戦争勃発
（2003年3月20日）

住専問題処理、
閣議決定

（1995年12月19日）

長銀（1998年10月23日）・
日債銀（1998年12月13日）、
特別公的管理の開始決定

東京外為市場で
円が一時

1ドル79円75銭
（1995年4月19日）

りそな銀行に対する
資本増強の

必要性を認定
（2003年5月17日）

米国同時多発テロ
（2001年9月11日）
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中小企業の業況

商工会議所等の会員企業の業況（経営環境・収益等）の現状と先行き

悪化の要因（回答割合） （単位：％）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
原油・原材料
価格等、仕入
原価の上昇

販売先との関
係による販売
価格転嫁の
遅れ

需要の低迷に
よる売上げの
低迷

競争過多によ
る販売価格の
下落

株式・為替市
場はじめグロ
ーバルな市場
変動の影響

規制の強化・
緩和の影響

▲70 ▲68 13.3 8.0 52.2 21.2 5.3 0.0
（ ▲85 ） （ ▲83 ） （ 5.8 ） （ 6.5 ） （ 56.1 ） （ 25.9 ） （ 5.8 ） （ 0.0 ）

▲83 ▲83 3.0 3.0 54.1 34.8 3.7 1.5
（ ▲96 ） （ ▲91 ） （ 0.0 ） （ 2.5 ） （ 53.5 ） （ 39.6 ） （ 1.9 ） （ 2.5 ）

▲85 ▲83 5.4 6.2 53.1 31.5 3.8 0.0
（ ▲98 ） （ ▲94 ） （ 0.0 ） （ 8.2 ） （ 58.2 ） （ 32.2 ） （ 1.4 ） （ 0.0 ）

▲87 ▲89 6.7 4.0 54.0 31.3 0.0 4.0
（ ▲94 ） （ ▲94 ） （ 1.9 ） （ 3.2 ） （ 56.1 ） （ 36.1 ） （ 0.0 ） （ 2.6 ）

▲79 ▲77 3.5 1.7 64.3 30.4 0.0 0.0
（ ▲87 ） （ ▲83 ） （ 0.0 ） （ 1.6 ） （ 63.7 ） （ 34.7 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲83 ▲85 1.0 2.0 74.3 22.8 0.0 0.0
（ ▲98 ） （ ▲93 ） （ 0.8 ） （ 0.8 ） （ 67.5 ） （ 28.5 ） （ 0.8 ） （ 1.6 ）

▲87 ▲85 22.0 3.0 49.2 25.8 0.0 0.0
（ ▲94 ） （ ▲94 ） （ 7.6 ） （ 6.9 ） （ 56.9 ） （ 28.5 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲82 ▲81 8.0 4.0 56.6 28.7 1.8 0.9
（ ▲93 ） （ ▲90 ） （ 2.3 ） （ 4.3 ） （ 58.5 ） （ 32.4 ） （ 1.4 ） （ 1.0 ）

区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い）

現状 先行き

製造業

小売業

卸売業

建設業

サービス業

不動産業

運輸業

平均

（出所）全国の財務局において実施した商工会議所（47先）に対するアンケート調査（今年5月実施）
（注１）D．I．＝「良い」と回答した先数構成比－「悪い」と回答した先数構成比。

（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。
（注３）表中の括弧書は今年2月時点の調査結果。

○ 中小企業の業況感は、現状Ｄ．Ｉ．が前回調査の▲93から▲82となったものの、厳しい状況が

続いている。 悪化の要因としては、「売上げの低迷」の割合が最も大きく、次いで、「販売価格の

下落」となっている。
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○ 中小企業の資金繰り感についても、現状Ｄ．Ｉ．が前回調査の▲78から▲68となったものの、

厳しい状況が続いている。悪化の要因としては、「中小企業の営業要因」の割合が最も大きい。

中小企業の資金繰り

商工会議所等の会員企業の資金繰りの現状と先行き

（単位：％）

① ② ③ ④ ⑤
販売不振・在庫
の長期化等、
中小企業の営
業要因

融資審査等、
金融機関の融
資態度

融資期間・返済
条件等、
金融機関の融
資条件

改正貸金業法
施行の影響等、
ノンバンクの融
資態度・動向

セーフティネット
貸付・保証等、
信用保証協会
や政府系金融
機関等の対応

▲62 ▲62 88.9 3.2 6.3 0.0 1.6
（ ▲74 ） （ ▲72 ） （ 89.3 ） （ 5.3 ） （ 4.0 ） （ 0.0 ） （ 1.3 ）

▲68 ▲74 88.0 2.7 4.0 2.7 2.7
（ ▲77 ） （ ▲81 ） （ 85.7 ） （ 2.4 ） （ 3.6 ） （ 2.4 ） （ 6.0 ）

▲70 ▲70 92.9 2.9 2.9 0.0 1.4
（ ▲79 ） （ ▲81 ） （ 84.9 ） （ 3.5 ） （ 3.5 ） （ 2.3 ） （ 5.8 ）

▲77 ▲83 83.5 9.4 3.5 0.0 3.5
（ ▲85 ） （ ▲87 ） （ 74.5 ） （ 15.1 ） （ 2.8 ） （ 0.0 ） （ 7.5 ）

▲66 ▲62 87.0 4.3 2.9 2.9 2.9
（ ▲70 ） （ ▲68 ） （ 84.1 ） （ 7.2 ） （ 4.3 ） （ 2.9 ） （ 1.4 ）

▲63 ▲67 78.9 9.9 7.0 1.4 2.8
（ ▲78 ） （ ▲78 ） （ 68.7 ） （ 14.1 ） （ 7.1 ） （ 2.0 ） （ 8.1 ）

▲70 ▲72 82.9 7.1 7.1 0.0 2.9
（ ▲81 ） （ ▲81 ） （ 81.1 ） （ 6.7 ） （ 5.6 ） （ 0.0 ） （ 6.7 ）

▲68 ▲70 85.9 5.8 4.8 1.0 2.6
（ ▲78 ） （ ▲78 ） （ 80.5 ） （ 8.2 ） （ 4.4 ） （ 1.3 ） （ 5.6 ）平均

製造業

小売業

卸売業

建設業

不動産業

運輸業

サービス業

悪化の要因（回答割合）

現状 先行き
区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い）

（出所）全国の財務局において実施した商工会議所（47先）に対するアンケート調査（今年5月実施）
（注１）D．I．＝「良い」と回答した先数構成比－「悪い」と回答した先数構成比。

（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。
（注３）表中の括弧書は今年2月時点の調査結果。 3



中小企業の業況等に関するアンケート結果の推移（業況）

（注１）D．I．＝「良い」と回答した先数構成比－「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。

１．中小企業の業況

【全体（平均）】

▲ 97

▲ 92

▲ 86

▲ 69

▲ 92▲ 93 ▲ 92 ▲ 93

▲ 82

▲ 97

▲ 92

▲ 74

▲ 61

▲ 93

▲ 85
▲ 88

▲ 90

▲ 81

▲ 100

▲ 90

▲ 80

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

20/5月 8月 11月 21/2月 5月 8月 11月 22/2月 5月

D.I.

現状

先行き

【全体（平均）】

8.0

6.5

10.4

37.8

32.8

24.9

6.8
4.6

2.3 4.0

7.8
10.4

15.3
16.9

12.6

10.9
8.9

4.3

56.9
55.251.0

36.3

28.0

23.4

56.5
58.5 56.6

28.7

23.5

19.3

13.6 14.5

15.5 15.7

26.4

32.4

1.83.3

2.1
7.0

8.9

6.5
1.3

2.2 1.40

10

20

30

40

50

60

20/5月 8月 11月 21/2月 5月 8月 11月 22/2月 5月

％

（１） 「Ｄ．Ｉ．」の推移 （２） 「悪化の要因」の推移

売上げの低迷

仕入原価の上昇

販売価格転嫁の遅れ

販売価格の下落

グローバルな市場変動の影響

○ 業況感については、昨年２月以降、やや改善傾向にあるが、依然として厳しい状況。
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２．中小企業の資金繰り

【全体（平均）】

▲ 75

▲ 88

▲ 79
▲ 82▲ 76

▲ 55

▲ 77

▲ 78

▲ 68
▲ 71

▲ 93

▲ 80

▲ 83

▲ 68

▲ 54

▲ 76

▲ 78

▲ 70

▲ 100

▲ 90

▲ 80

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

20/5月 8月 11月 21/2月 5月 8月 11月 22/2月 5月

D.I.

現状

先行き

【全体（平均）】

62.5

67.6

57.9

69.4

71.7

71.0
72.9

80.5
85.9

28.8

24.8

32.3

20.3 20.0

18.5

20.5

12.6

10.6

0.9
1.5

0.01.10.50.61.0 1.3 1.0

7.4 5.6 7.4
8.3

7.8 8.9
5.7 5.6

2.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

20/5月 8月 11月 21/2月 5月 8月 11月 22/2月 5月

％

（１） 「Ｄ．Ｉ．」の推移 （２） 「悪化の要因」の推移

中小企業の営業要因
（販売不振・在庫の長期化等）

金融機関の融資態度・融資条件

信用保証協会や政府系金融機関等の対応

ノンバンクの融資態度・動向

中小企業の業況等に関するアンケート結果の推移（資金繰り）

（注１）D．I．＝「良い」と回答した先数構成比－「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。

○ 資金繰り感についても、昨年２月以降、やや改善傾向にあるが、依然として厳しい状況。
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G20首脳会議の開催等 

2008年 9月  リーマンショック 
 
 
G20首脳プロセスで金融規制改革の国際協調を推進 

2008年 11月  ワシントン・サミット 
金融市場の改革のための共通原則と行動計画に合意 

2009年 4月  ロンドン・サミット 
「金融システムの強化に関する宣言」に合意 

2009年 9月  ピッツバーグ・サミット 
金融システムの強化に向け、重要な改革の推進に合意 

2010年 6月  トロント・サミット 
   改革の進展を確認するとともに、更なる推進に合意 

 

金融危機後の規制
の再構築を展望し
た議論 

金融システム全体
の脆弱性に着目し
た議論 

国際的な金融規制改革 これまでの経緯①
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国際的な金融規制改革 これまでの経緯②

主要な合意事項 
①国際的に活動する銀行の自己資本・流動性規制 

自己資本の質・量の強化 

  レバレッジ規制の導入 

流動性規制の導入 

②システム上重要な金融機関 
  そのリスクに応じて、規制・監督を更に強化 

③格付会社の規制・監督 
登録制の導入 

④ヘッジファンドの規制・監督 
登録制の導入 

⑤店頭デリバティブ市場の規制・監督 
中央清算機関を通じた決済や取引情報の報告等の導入 

⑥金融セクターへの負担金 
金融セクターが金融システム修復等の負担を支払う手法は様々 
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金融の規制・監督に関する主な国際フォーラム

G20首脳会合

ＢＣＢＳ

（バーゼル銀行監督委）

ＩＯＳＣＯ

（証券監督者国際機構）

ＩＡＩＳ

（保険監督者国際機構）

・バーゼルⅡにおける証券化商品の取

扱い等強化（09年７月13日）

・銀行セクターの強靭性を強化するため

の規制改革案（09年12月17日）

－ 自己資本の質・量の強化

－ 流動性規制の導入 等

･規制改革案に係る総裁・長官グループ
による広範な合意
（10年７月26日・10年９月12日）

・証券化商品、ＣＤＳの規制・監督に係る提
言（09年９月４日）
・上場企業の定期開示に関する原則（10年
２月22日）
・ 資産担保証券の公募及び上場のための
開示原則（ABS原則）（10年４月8日）
・ 国際的な監督協力に係る原則（10年５月
25日）
・ IOSCO証券規制の目的と原則の改訂（10
年６月10日）

・グループ監督など保険監督の

更なる強化に関する提言

（09年６月25日）

･国際的に活動する保険グルー

プの効果的な監督のための共通

枠組み（ComFrame）の策定に

向けた宣言（10年７月１日）

・金融システムにおける景気循環増幅効果への対応（09年４月２日）

・健全な報酬慣行に関する原則（09年４月２日）・実施基準（09年９月25日）・ピアレビ

ュー報告書（10年３月30日）

・危機管理における国際的連携に関する原則（09年４月２日）

・システム上重要な金融機関のモラルハザードの抑制への取組

（中間報告書：10年6月18日）

第１回：08年11月14日、15日 米・ワシントンＤＣ
第２回：09年４月１日、２日 英・ロンドン
第３回：09年９月24日、25日 米・ピッツバーグ
第４回：10年６月26日、27日 加・トロント
第５回：10年11月11日、12日 韓国・ソウル（予定）

ＦＳＢ

（金融安定理事会）

8



バーゼル委員会による銀行の自己資本・流動性規制見直し案について

自己資本の質の改善

自己資本のコア部分は、普通株及び内部留保（損失吸収力の最も高い資本）のみから構成すべきこと

を明確化（繰延税金資産、無形固定資産などを原則として控除）。

→ ただし、各国の実情に応じ、以下のような控除項目の一部例外を容認。

（注）繰延税金資産、他の金融機関の普通株への重要な出資等を合算してコアティア1の15％まで算入。

レバレッジ比率規制（資本／総資産）の導入

→ 試行期間を置いた上で、2018年より最低基準（3％を目安）に移行することを視野に入れつつ、

最終的な調整を2017年前半に行う。

流動性規制の導入

ストレスにも耐えうるよう十分な流動資産（現金、国債等）の保有を義務付け。

→ ストレス時に想定する預金の流出率を、より現実的なものに設定。

2010年７月中央銀行総裁・銀行監督当局長官グループ会合の結果

銀行子会社の最低所要資本までは算入自己資本へは不算入少数株主持分

会計基準の差異に基づく取扱いの不平等を是正全額を自己資本から控除無形固定資産

会計と税務の一時差異に基づくものはコアティア１
部分の10％まで算入（注）

全額を自己資本から控除繰延税金資産

本年7月の見直し案昨年12月の規制案

9



バーゼル委員会による銀行の自己資本・流動性規制見直し案について

資本の量の強化と段階的実施

2013年1月に実施を開始。各種経過措置を適用し、2019年1月に新水準を完全実施。

●普通株等の最低比率（4.5%）、Tier1の最低比率（6%）を2015年1月までに段階的に引き上げ。
●2016年1月から2019年1月までに、景気悪化時に取り崩し可能な資本バッファー（普通株資本2.5%分）

の積み増しを段階実施。
●総資本の最低比率（8%）は据え置き。

資本の質の改善（控除項目の見直し）は、2014年1月から2018年1月にかけ段階実施。

既存のその他Tier1資本・Tier2資本については、新要件を満たさなくても10年間は一定限度資本として算入。

今後の予定
2010年10月 Ｇ20財務大臣・中央銀行総裁会合

11月 ソウル・サミット
2013年1月 新規制実施開始のターゲット、段階的に実施

2010年９月中央銀行総裁・銀行監督当局長官グループ会合の結果及び今後の予定

所要自己資本の水準調整 (%)

総資本Tier1全体普通株等Tier1

0-2.5カウンターシクリカル
な資本バッファー

2.5資本保全ﾊﾞｯﾌｧｰ

8.06.04.5最低水準
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日日 本本 ＥＥ ＵＵ 米米 国国

証券当局証券当局

会計基準会計基準
設定主体設定主体
（民間）（民間）

会計基準会計基準

金融庁

企業会計基準委員会

（ＡＳＢＪ）

（２００１年設立）

欧州委員会
（各国証券当局）

国際会計基準審議会

（ＩＡＳＢ）

（２００１年設立）

日本基準 国際会計基準

（ＩＦＲＳ）
米国基準

（２００５年１月～）

証券取引委員会
（ＳＥＣ）

財務会計基準審議会

（ＦＡＳＢ）

（１９７３年設立）

（案）国際会計基準（ＩＦＲＳ）
２０１５・１６年に上場企業に強制適用することを
２０１１年までに決定

・国際会計基準（IFRS：International Financial Reporting Standards)
・国際会計基準審議会（IASB：International Accounting Standards Board)
・企業会計基準委員会（ASBJ：Accounting Standards Board of Japan)
・米国財務会計基準審議会（FASB：Financial Accounting Standards Board)

会計基準に関する主要市場の状況
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EU域外企業に、国際会計基準と同等の

基準での開示を要求

(Jan ’05) ASBJ（企業会計基準委員会）とIASB
欧州証券規制当局 （国際会計基準審議会）が、 コンバー

委員会による「技術的助言」 (Jul ’05) ジェンスプログラム開始

（「26項目の差異」）

(Jul ’06)  企業会計審議会の意見書「会計基準の

国際的なコンバージェンスについて」

(Aug ’07) 東京合意

欧州委日本基準の同等性を決定 (Dec’08) 

EU の同等性評価活動 日本のコンバージェンス 活動

東京合意

・ 2005年に、欧州証券規制当局委員会が助言を行った事項については、主要な差異を解消するか、

同様の基準を作成。

・ 基本的に、2011年6月30日を目標期日。

・ 国際的基準設定に日本のより大きな貢献を提供するため、協力を強化。

(Oct ’02)  IASB-FASB ノーウォーク合意
（コンバージェンスの合意）

コンバージェンスと同等性評価
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「新成長戦略」における「金融戦略」

○ 本年６月、政府は「新成長戦略」を閣議決定。

○ 新成長戦略では、７つの成長分野の１つとして、「金融戦略」を盛り込み。

（７つの成長分野）

Ⅰ 環境・エネルギー戦略 Ⅴ 科学・技術立国戦略

Ⅱ 健康大国戦略 Ⅵ 雇用・人材戦略

Ⅲ アジア経済戦略 Ⅶ 金融戦略

Ⅳ 観光・地域活性化戦略

2010年中に具体的なアクションプランを策定

○ 金融戦略では、「企業・産業を支える金融」、「成長を支えつつ、自らも成長する金融」な

どの観点から、金融分野における成長戦略を策定。

（主な施策）

○ 総合的な取引所（証券・金融・商品）創設を促す制度・施策の検討

○ プロ向け社債発行・流通市場の整備

○ 将来の成長可能性を重視した金融機関の取組みの促進

○ 経営者以外の第三者の個人連帯保証に依存しない融資慣行の確立

13



「新成長戦略」における「金融戦略」（工程表）（抄）

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに実現すべき
成果目標

（１）成長企業等への多様な資金調達が可能な金融市場の実現

１．我が国企業・産業の成長を支える金融等

（２）地域・成長企業等に対する円滑な資金供給の実現

・将来の成長可能性を重視した金融機関の取組を促進
するため、監督指針上の対応の実施

・地域密着型金融の更なる推進も継続

経営者以外の第三者の個人連帯保証を求めないことを原
則とする融資慣行を確立し、また、保証人の資産・収入を踏
まえた保証履行時の対応を促進するため、民間及び政府
系の金融機関に対し監督上の措置を実施（監督指針の改
正等）

検査・監督によるフォローアップ

・検査・監督によるフォローアップ
・経営者自身による事業の説明能力の向上等に向けて中小
企業庁と金融庁が連携

プロ向け社債発行・流通市場の整備

官民総動員によ
る成長マネーの
供給

法制面での更なる対応の必要があれば、制度整備の
実施

アジアのメイン
マーケット・メイン
プレーヤーとして
の地位の確立

（１）アジアの主たる市場（メイン・マーケット）たる日本市場の実現

２．成長を支えつつ、自らも成長する金融

総合的な取引所（証券・金融・商品）創設を促す
制度・施策の検討

総合的な取引所（証券・金融・商品）創設を図る制度・施策の可能な限りの早
期実施

金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアク
ションプランの策定
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１．経済の持続的な成長への貢献
◆ 現下の経済金融情勢等に鑑み、上場株式等の軽減税率の延長

◆ 金融商品に係る損益通算範囲及び損失繰越期間の拡大

２．アジアのメインマーケット・メインプレーヤーとしての地位の確立
◆ イスラム金融に関する所要の税制措置

◆ 証券貸借取引に関する所要の税制措置

◆ 国際課税原則の見直し（「総合主義」から「帰属主義」への変更）

３．国民が豊かさを享受できるような国民金融資産の運用拡大
◆ 特定口座の利便性向上に向けた所要の措置

◆ 店頭デリバティブ取引等の申告分離課税化

主な具体的要望項目主な具体的要望項目

「新成長戦略～『元気な日本』復活のシナリオ～」（平成22年6月18日閣議決定）
も踏まえ、「新金融立国」の実現を目指すなど、以下の考え方を柱として、必要な
税制上の措置を要望する。

平成２３年度税制改正要望に関する基本的考え方
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金融審議会 金融分科会基本問題懇談会報告（平成21年12月9日）

金融審議会 金融分科会基本問題懇談会報告のポイント
今次の金融危機を踏まえた我が国金融システムの構築

Ⅱ．今次の世界的な金融危機の特徴と
我が国金融システムへの影響

【今次の世界的な金融危機の特徴】

-世界的な経済･物価の変動幅の縮小（ｸﾞﾚｰﾄ･ﾓﾃﾞﾚｰｼｮﾝ）などマクロ経済的

背景の下、過度なレバレッジ、短期的な収益追求

‐危機は市場に端を発し、市場を通じて世界的に伝播

【我が国金融システムそのものへの影響】
‐欧米に比べれば相対的には安定しているが、次のような問題が発生：

・株式市場→危機の発端であった欧米よりも下落→自己資本等への影響

・国債レポ市場の混乱

・社債・ＣＰ市場の機能不全→貸出市場の逼迫 等

⇒今次の世界的な金融危機を踏まえ、より高い仲介機能と強靭性を有
する金融システムの構築が重要

Ⅱ．今次の世界的な金融危機の特徴と
我が国金融システムへの影響

【今次の世界的な金融危機の特徴】

-世界的な経済･物価の変動幅の縮小（ｸﾞﾚｰﾄ･ﾓﾃﾞﾚｰｼｮﾝ）などマクロ経済的

背景の下、過度なレバレッジ、短期的な収益追求

‐危機は市場に端を発し、市場を通じて世界的に伝播

【我が国金融システムそのものへの影響】
‐欧米に比べれば相対的には安定しているが、次のような問題が発生：

・株式市場→危機の発端であった欧米よりも下落→自己資本等への影響

・国債レポ市場の混乱

・社債・ＣＰ市場の機能不全→貸出市場の逼迫 等

⇒今次の世界的な金融危機を踏まえ、より高い仲介機能と強靭性を有
する金融システムの構築が重要

Ⅰ．複線的な金融システムの構築に向けた
これまでの取組み

○高度成長期から安定成長期への移行→資金不足から資金余剰への転換
○1980～1990年代（バブル経済の生成・崩壊）

‐銀行部門へのリスク集中→金融システムへの大きな打撃

⇒1990年代の金融危機後、複線的な金融システム（銀行部門･市場

部門を通じた多様でバランスの取れた金融仲介）の構築の指向

・金融･資本市場インフラの整備
・市場の公正性･透明性の確保
・利用者保護の徹底・利用者利便の向上

⇒しかしながら、依然として銀行部門を通じた資金の流れに大きな比重

・個人の金融資産に占める預金の割合は約５割
・企業の資金調達に占める銀行部門等からの借入の割合は３割強
・社債・CP市場において銀行部門の保有する割合は各々５割弱・３割強

Ⅰ．複線的な金融システムの構築に向けた
これまでの取組み

○高度成長期から安定成長期への移行→資金不足から資金余剰への転換
○1980～1990年代（バブル経済の生成・崩壊）

‐銀行部門へのリスク集中→金融システムへの大きな打撃

⇒1990年代の金融危機後、複線的な金融システム（銀行部門･市場

部門を通じた多様でバランスの取れた金融仲介）の構築の指向

・金融･資本市場インフラの整備
・市場の公正性･透明性の確保
・利用者保護の徹底・利用者利便の向上

⇒しかしながら、依然として銀行部門を通じた資金の流れに大きな比重

・個人の金融資産に占める預金の割合は約５割
・企業の資金調達に占める銀行部門等からの借入の割合は３割強
・社債・CP市場において銀行部門の保有する割合は各々５割弱・３割強

‐市場発の世界的な金融危機を踏まえ、我が国金融システムがより強靭なものとなるよう、次の方策
につき、検討が重要。今後の金融システムの構築に際しては、「３つのＳ」（①適合性（Suitability）、
②持続可能性（Sustainability）、③安定性（Stability））の視点が重要

（１）危機の要因となりうる不均衡の蓄積を予防するための方策

‐店頭デリバティブ取引、証券化商品、ヘッジファンド等、非規制分野への適切な規制
‐新たに生じる金融危機の潜在的リスクへの適切な対応（経済活動への影響を踏まえつつ、取引の
適正性・透明性などが確保されるよう、排出量取引ルール等の構築にも積極的に貢献）
‐銀行部門に対する健全性規制・監督の見直しに係る国際的な議論に積極的に貢献（ビジネス特性に
応じた規制、タイミングへの配慮等）
‐銀行部門における株式保有リスク軽減等への取組み
‐いわゆるシステム上重要な金融機関に対する規制･監督 等

（２）危機の伝播を抑制するための方策
‐市場インフラの再構築（CDS等の清算に係る制度整備、国債ﾚﾎﾟ等の清算機関の態勢強化等）

‐いわゆるシステム上重要な金融機関が経営困難に陥った際に連鎖を引き起こさないための対応

（３）マクロ健全性の観点からの規制･監督の充実
‐中央銀行との連携強化 等

（４）実体経済への波及に対応するための方策
‐中小企業を含めた企業金融の円滑化 等

Ⅳ．市場発の金融危機への対応

金融業自らも発展、社会的責任の遂行金融業自らも発展、社会的責任の遂行

Ⅲ．今後の我が国金融システム及び金融業の課題

○金融システムの課題

・少子高齢化の進展の中で経済の持続的成長に寄与・国民の資産形成に貢献
・我が国金融・資本市場の国際的な競争力の強化
・ショックに対する銀行部門と市場部門との相互補完機能の確保

○金融業の課題

企業の価値創造を支援する金融（バリューアップ型）の指向

少子高齢化の進展の中で国民の資産形成に貢献

銀行部門･市場部門でバランスの取れた金融仲介
複線的な金融システムの構築は引き続き重要

・銀行部門の金融仲介機能の更なる充実
・市場部門の金融仲介機能の強化
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金融システムの安定

利用者保護・利用者利便の向上

公正・透明で活力ある市場の確立

金融行政の目的・任務及び近年の取組み

不良債権や個別金融機関の破綻処理等への的確な対応

各般のセーフティネットの構築

先を展望した決済制度や金融商品取引法の制定等のインフラ整備

消費者の視点に立った制度整備と運用

３つの大きな金融行政の目的・任務３つの大きな金融行政の目的・任務

近年の我が国の金融システムについての取組み近年の我が国の金融システムについての取組み
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金融規制の質的向上（ベター・レギュレーション）の「４つの柱」

１．ルール・ベースの監督とプリンシプル・ベースの監督の最適な組合せ

― ルール・ベースの監督とプリンシプル・ベースの監督とは、二者択一ではなく、相互補完的

２．優先課題の早期認識と効果的対応
― 深刻な問題がひそんでいる分野、将来大きなリスクが顕在化する可能性がある分野を、先を

見越してできるだけ早く認識し、行政資源を効果的に投入

３．金融機関の自助努力尊重と金融機関へのインセンティブの重視

― 各金融機関自身の創意工夫の尊重、インセンティブを内包した仕組み・枠組みの導入等

４．行政対応の透明性・予測可能性の向上

― 当局からの情報発信の強化等を通じ、行政対応について、金融機関の側から見た予測可能性を向上
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ベター・レギュレーションの当面の５つの取組み

５．職員の資質向上

１．金融機関等との対話の充実
― 明確な問題意識に基づいた対話の実践、新たな対話チャネルの構築

２．情報発信の強化
― 内外の講演会・意見交換会・出版メディアなど多様なチャネルを通じた情報発信 等

３．海外当局との連携強化
― 国際的な規制・監督の整合性の確保、グローバルな動向についての情報共有や連携の促進 等

４．調査機能の強化による市場動向の的確な把握
― 庁内の調査機能の強化、市場関係者・日本銀行・外国監督当局等との対話・連携の促進 等

― 研修の充実などを通じたスキル・専門性の向上、官民の人材交流 等
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ベター・レギュレーションの進捗状況について（第４回）

２．円滑な金融仲介機能の促進

・中小企業金融円滑化法を昨年12月に施行するとともに、その適切な実施や周知を徹底 等

１．国際的な金融規制改革への対応

・G20、バーゼル委員会等の、国際的な議論の場で、我が国の立場を積極的に主張 等

３．将来を展望した制度整備の推進

・フォワード・ルッキングな観点から優先課題を認識し、市場関係者等との意見交換を踏まえ、本年１
月に「金融・資本市場に係る制度整備について」を整理・公表 等

○ 本年８月、ベター・レギュレーションに対する取組み状況について報告書を公表。

○ 報告書では、過去１年間（昨年７月～本年６月）、金融庁が優先課題として行政資

源を重点投入してきた以下の課題について、ベター・レギュレーションの考え方に

沿って、どのように取り組んできたかを記載。
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平成２２事務年度 金融商品取引業者等向け監督方針のポイント

 １．総論 

２．質の高いリスク管理の促進
  
(1)証券会社グループ全体の統合的な

リスク管理の促進 
 

①早期警戒制度の的確な運用、業
界横断的・時系列的な分析 

 
②証券会社グループへの連結監督・

規制の導入を踏まえ、グループ全
体の経営実態の適時・的確な把
握、統合的なリスク管理態勢等の
重点的検証 

 
(2)各種ファンドへの対応 

 
①ヘッジファンド等各種ファンドの実

態把握 
 
②上場Ｊリートの運営状況等の注視 

３．顧客保護と利用者利便の向上
 

 格付会社における態勢整備、登録
格付がない場合の証券会社等の説
明態勢の整備等 

 
 デリバティブ等のリスク性商品を販

売する際の顧客への説明態勢の整
備等 

 
 金融ＡＤＲ制度に係る態勢整備 

 
 証拠金導入規制・強化へのＦＸ業者

の対応 
 

 第二種金融商品取引業に係る投資
家保護に向けた取組み 

 
 業務の継続性 

 
 金融犯罪等への対応 

１．市場仲介機能の適切な発揮
 
(1)市場仲介機能の適切な発揮に向け

た対応状況の検証 
 

①オペレーションの信頼性向上 
（誤発注防止等） 

 
②発行者へのチェック機能発揮 

（引受審査） 
 
③投資家へのチェック機能発揮 

（売買管理等） 
 
④自己規律の維持 

（利益相反の防止等） 
 
(2)顧客情報・法人関係情報の管理の徹

底 
 
(3)反社会的勢力排除の徹底 

２．監督重点分野

１．金融資本市場を取り巻く環境 
・世界経済の下振れ懸念、金融資本市場の変動、デフレの影響等のリスク要因（特に、欧州財政問題の深刻化、米国経済の先行き不透明感） 
・新成長戦略で求められる金融の役割（実体経済・企業のバックアップ役） 
 
２．監督当局の取組姿勢等 
・ベター・レギュレーションの一層の定着・進化を図ることを基本に、以下の監督姿勢で臨む 
 ① リスク感応度の高い行政（個々の金融機関や金融システムに蓄積するリスクをフォワード・ルッキングに特定・把握） 
 ② 国民の目線・利用者の立場に立った行政（顧客保護や利用者利便の一層の向上） 
 ③ 将来を見据えた行政（世界経済の変化、今次の金融危機の教訓、国際的な議論の動向等も見据えた中長期的な金融機関との深度ある双方向の議論） 
 ④ 金融機関の自主的な経営改善・経営判断に資する行政（金融機関との率直かつ深度ある対話等）  

※ 証券取引等監視委員会、日本銀行との一層緊密な連携 
※ 金融機関の負担軽減に配意した監督行政（報告等の年１回の定期的な点検等） 
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